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第５５回談話サロンで

は最近、東京青山に新施

設の完成した国際連合大

学（国連大学）の学長特

別顧問をされている岡村

総吾日本工学アカデミー

副会長のご紹介で、同学

学術審議官である内田孟

男氏から「国連大学にお

ける産業・技術に関連し

伺った。国連大学と日
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講演会一第５５回談話サロン

「国連大学における産業・技術に関連した研究活動」

畠
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伊丹教授は１９６７年一橋大学商学部卒業後１９７２年

カーネギーメロン大学でＰｈＤ.を取得され、一橋大学

洲'lili、助教授、スタンフォード大学塀員教授などを

脳任され、１９８５年から現職に就任しておられる。著

作についてはご紹介するまでもなく大変優れた産業

の分析とそれ基づく明哲な論理を展開された名著を

､ド成５イド１０月７円（木）

弘済会館

凶隙迎合大学学術審議'関

時

所
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のテーマ即ち「技術移娠、変容と発展：1号１本の経験」

｢開発のための科学技術の自主プロジェクト」「ラテ

ンアメリカの技術股望」の３件についてその内容の説

Ⅲlがあり、さらに１９９０年に設定された付胴機関であ

る国連大学新技術研究所の紹介があった。

股後に予算も含め国連大学の活動の現状と問題点の

紹介があって質疑応答に入ったが、出lljiW会員の中に

国連大学と協力して仕事をすることに興味を持って

いる方々も多く、如何にすれば‘情報が入手できるか、

また協力態勢がとれるかの趣旨の質問も多く、これ

を機会にアカデミーとの協力関係が深まれば望まし

いとの空気であった。事務局としても国連大学主催

のシンポジウム等の中には本アカデミー会員各位に

御興味のあるものも少なくないので、岡村副会長の

御援助も得て会員各位へのアカデミーに関係ある国

述大学主催行事への御案内もお願いしている。

本講演は質疑応答も含めてInformationとして印

刷の上、会員各位に肥布の予定である。

ばお内田氏からは上記３つのテーマについての巌終

報告書（各冊とも英文タイプ印刷約１００頁）を若干

頂きましたのでご希望の方に差し上げられます。テー

マ名明記の上事務局宛お申し込み下さい。

（文責桜井宏）
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内田孟男氏
ける産業・技術に関連し

た研究活動」と題するお話を伺った。国連大学と日

本の学界との交流が必ずしも充分でなかった面もあ

り、会員の皆様に国連大学そのものについての理解も

深めていただく趣旨も含めての談話サロンとなった。

岡村副会長の、｜i;|連火学が直面している問題点も含

めての内田諭師の御紹介の後、内川氏からは国連大

学の設立の経紳、’二|的、組織、国連全休の活動との

関係などについて簡単な解説の後、国連大学設立以

来実施された研究のうち、産業技術に関係の深い３つ

（１）

講演会一第５６回談話サロン

「産業のダイナミズムと日本の産業技術の将来」

円時 平 成 ５ 年 １０月２９日（金）

場 所弘済会館

識師一桶大学教授伊丹敬之氏

第５６回談話サロンに一橋大学商学部教授伊丹敬之

氏を招鰐し、“雌業のダイナミズムとＨ木の産業技術”

と題して大変興味深い議論を展開していただいた。
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伊丹敬之氏
年から１９７３年を第１の

波、１９７４年から１９９１年までを第２の波として捉え、

現在を第３の波動の初期に該当するものと考えておら

れる。第１の波は重化学工業の時代であり、市場は国

内であって資源多消費型産業の時代であった。この

節１の波は資源の壁に逢着して終息する。

第２の波は、向動車、エレクトロニクスによって蕊

ﾘ|される。第１の波で蓄穣された技術が５～６年を経

て、産業に回転し始め、世界のフロントランナーと

しての産業が続発し始めた。この波は世界の壁（異

質性、市場、安全保障）と内なる壁（システム限界、

オーバーラン例えばバブル、過当製品開発競争）に

逢着して終息する。世界の壁とシステム限界の壁は

将来への不透明感を作り、オーバーランが直接ブレー

キをかけブームの後の過剰が負担となって大きな不

況となった。この波の残した遺産は、研究開発投資

体制の充実、地理的に濃密に集砿した産業蕊猟、世

界各地のマーケットにおけるプレゼンス、特に束ア

ジアとの分業体制の足がかりがある。

第３の波とはなにか。牽引する産業は支援型産業、

数多くを出版しておら

れる。

伊丹教授は、日本産業

の発展は歴史に残るもの

であり、その記録を残し

ておきたいとの考えか

ら、各種産業の分析に基

づく研究をしてこられ

た。そして戦後の２つの

ダイナミズムとして1955
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会期平成５年１０月１２日（火）、１３日（水）

会場福岡サンパレス２階パレスルーム

韮催電気化学協会、日本工学アカデミー、棉

岡県、福岡市、側)九州産業技術センター

東アジア産業技術シンポジウムは１０月１２～１３日

の２１１間、福岡サンパレスにおいて参加者３１６名を迎

えて|)M催された。７年前のプラザ合意による円高によ

り、Ｈ水から東アジアへの技術移転に伴う合弁企業

の急展開は驚くべき速さで進んでいる。また今年の

１ドル＝１００円近くの円高に向けてさらにすさまじい

勢いで加速されている。世界貿易に占める同地域の
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東アジア産業技術シンポジウムー科学技術の移転・開発・協力について－

実行委員長荒井弘通

綜合型産業、即ち澗世材の生産を支援する産業と種々

な産業を組み合わせる産業となろう。そしてリード

市場は束アジア、就'.'.'中国となろう。そして再び市

場の時代にもどる。第１の波では需要が旺盛であり、

企業家が活蹄できた。第２の波では組織の時代で、蓄

積には通しているが利用には通していなかった。第

３の波では、組織の中に諮穣されたものを市場に利j:Ｕ

する時代であり、組織からスピンオフした人達がリー

ダーシップを取る時代になる。

この第３の波を可能とする条件は、日本産業技術基

盤の中広さと深さである。技術の持っている特性か

ら考えて氷山の水而下を大きくすれば水面上に現れ

ている部分は自動的に大きく･なる。創造は実験の回

数に比例するものであり、実験を阻害することをし

なければうまくいく、もう一つの条件は束アジアに

位置する幸運であり、「アジア的狼雑さ」を文明とし

て共有している意味も大きい。

最後に日本の雌業技術に創造性を期待出来るのか、

答えはイエスである。その理由は、氷山の水面下を

大きくし１９８０年頃を分岐点として創造への条件が整

ってきたことであり、創造技術はこれから本格化す

る。この豊かな産業蕊盤を使えるような発想が鍵で

あり、創造的技術への「自然転換」を阻害しないこ

とが重要となる。

以上の講演に対し、多くの質問が出され、予定の時

間を大幅に超えるほど熱心な討議がなされた。詳し

くは追って出版される識演記録（Information）を

参照して頂きたい。誌上をお借りして御多忙中のと

ころ抑講演いただいた伊丹教授に厚く御礼申し上げ

たい。 （ 文 責 富 浦梓）

ウェイトは米悶を抜きＥＣに迫り、まさしく世界の３

種構造になりi陥出工業品も部品から完成品へと移行

し、高い経済成長力により生産拠点としても今世紀

末には世界の３分の１に迫ると考えられている。

１０月１２月、荒』l:弘通実行委員長の開会宣言に始ま

り、向坊隆（日本工学アカデミー会長、電気化学協

会創立６０周年記念耶業実行委員会会長）氏、水谷|ﾉＬＩ

郎（九州通商産業局長）氏、奥田八二（福岡県知事）

氏、桑原敬一（棉岡市長）氏に、それぞれこのシポ

ジウムが束アジアの２１世紀の発展に向けて大きな役

割を果たすよう期待するとのご挨拶をいただき、シ



基調講演：清山哲郎氏

の海外からの導入を鋪一のステップとしてその修得、

海外パートナーとの協力体制による設計、続いて独

胤の設計による妓新技術の製鉄所建築にいたるプロ

グラムを説明していただいた。原材料技術について

も同様に海外技術の移転を第一段階に考えておられ

た。独自技術については製鉄所のコンピュータシス

テムの開発や直接迎元製鉄法について紹介された。’'’

1剛画内のプラント建設状況や計画についても説|ﾘlさ

れた。

坂、稔（九州松下磁器常務取締役）氏は九州松下電

器の東南アジアへの工場進出を事例に日本から東南

アジアへの技術移i版の状況と問題点について述べら

れた。マレーシアのセナイ地区に１９７８年に進出して

から現在では従業員１７００名（内日本人２２稲）、年間

150億円の生産を誇る。製品はほとんどが輸出で、部

品も８０％が現地調達されており、将来的には現地従

業員による運営を目指している。技術移転に関して

は生産、管理、迎糊技術の現地化を進めており、現

地スタッフによる設計、研究センターの設立計画の

紹介があった。

Paronlsrasena（タイ・ＳｉａｍＣｅｍｅｎｔ前会長）

氏は合弁事業を進めるに際しての１０ケ条を示しその

''１で特に次の点を強洲された。「誠実、１１臭1111であれ｣、

｢郷に入れば郷に従え」、「お瓦いに不当な利維を得る

芯」、なかでも力説されたのは技術移蛎のための!､Ijil1ll

家派遣について謙でも良いというわけではなく「現

地に受け入れやすい知識と分別を持った人を_｜と注

文され、次いで「F1木で駄目な人を送り込んでもト

ラブルを起こすだけ」と不満を述べられた。２８の合

弁企業のトップ経営者としての対応は「アメリカ人

とは先に交渉してから同意する」、「、本人とは先に

同意してから交渉する」と日本との合弁企業のやり

方に好意を示された。また日本企業との合弁Ll;業の

２つの成功例を準げられた。一つはクボタとのSiam

KubotaDiesel社、他は東陶とのSiamSanitary

Ware社である。それらの成功の要因の一つはタイ側

と日本側の会社の役制分担を明確にしていた点であ

ったと指摘された。

紙谷利夫（シンガポール・PetrochemicalCorp，

ｏｆSingapore前ﾈ|:長）氏は「シンガポール石油化

学コンビナートにおける技術援助と移I肱」と腿する

!;&油を行われた。シンガポール石illl化'γ:コンビナー

トは1980ｲ1判期にスタートし、プラント拠災や保守

に関する技術移娠がスムーズに行われた。コンビナー

トが直面している問題は（１）シンガポールにおける

技術開発の適正性、（２）シンガポールにおける支持

声
Ｌ

ＩＦ，

ンポジウムが始まった。

清山哲郎（九大名誉教授）氏は基洲諦油で、東アジ

アの発展は日本などの先進国からの技術移転、技術

供与の寄与が大きい。しかし今後技術供与だけに頼

るのではなく、人材育成により技術開発力を高める

必要がある。｜］本企業もこれに協力し、自らも一層

知識集積型雌業へ脱皮し、競争と協力、この相反す

ることを乗り越えるべきである。アジアの大学の強

化、進学率の増大、海外留学の推進とともに大卒者

の待遇や地位の向上、研究設備の整備、技術的環境

の促進の必要性を訴えられた。特にこの点について

は産学官の協力体制によりアジアの技術者養成セン

ターを日本に設立ことを提案され、燕洲術斌を締め

くくられた、

崖亨隻（緯|狼l・産業科学技術研究所顧問）氏は第一

次産業からの人材転入による労働集約理軽工業に始

まる近代輔国の発展の歴史について諦油された。こ

の'一|｣で特に労仙力の優秀性、’二1本との帯接な関係さ

らには国際経済への適応など赫国雌業界の発展のキー

ポイントについて触れ、一方、急速な発展を支える

政策・人材教育の而でも科学技術庁、ＫＩＳＴ、ＫＡＩＳＴ

などの設立、大学終備について紹介された。韓国産

業界の今後の方向として技術集約型の高付加価値産

業へ着目し、高度技術者の育成、国際的な分業体制

の必要性を述べられた。東アジアが共生的に発展す

るには域内詣国の経済力絡差を技術移転によって縮

めることが必典と強洲され、“アジア|)M発|側廊，、を提

ｌｌＩＩされた。主従関係のない本ﾐ'1の意味での“共生”の

ためにはまず絡維を少なくすることが亜要であるこ

とを主張された。

王結（｢|-'国・龍111鋼鉄総社副社長）氏はL'－１国最大の

鉄鋼企業、索山鋼鉄における技術移転の経緯につい

て講演された。技術開発の方向性としては先進設備

（３）



している産業やその技術の大規模設備産業への発展

である。シンガポールおよびＡＳＥＡＮ諸国の経済発

展とともに石油化学製iWiの滞要が高まる!'･'で、シン

ガポール石油化学コンビナートがスタートした。１９８４

年以降年々着実に伸び｢1本とシンガポールの国家間

計画になった。その後民営化が進められた。現在の

技術移転状況について述べられた。シンガポール石

油化学コンビナートを核として地域化が進んでいる。

そしてすでに碓立された技術の地域への移転はうま

くいっているが、応川技術のような特殊な技術の移

転には十分な継験の蒋職が必要で、この意味ではま

だしばらく時|冊がかかりそうである。また自己技術

の発股にもさらに数年は要するかもしれない。しか

しシンガポールの技術群のレベルは高く日本人技術

将は徐々に減らしている。

浅見戯哨（帝人職間）氏は２１世紀はアジアの時代

であると述べ、｜』1本経済ﾉJ、アジア諸国の大きばＧＮＰ

成長ならびにﾘﾆ1国などの大きな市場を考慮すると、そ

の経済規模はＥＣやＮＡＦＴＡを追い越すとの予測を述

べた。この東アジアの発展の要因は天然資源の豊富

さによるものではなく、一般に雌業の発腰には物質、

人間、資本の３つが必幽であるが、東アジアの場合は

人的資源によるものと脱|ﾘｌしている。産業の発展の

流れには２通りあり、一・つは家内産業から起こり、繊

維家電へ、装徽産業へ、プロセスエ案さらにハイテ

ック産業へ拡大する流れ、他は家内産業から代用品

輸入産業そして荻本瀧業の組立へ、さらに基本産業

の製品の輸出へ拡大する流れである。ＡＳＥＡＮやＮＩＥＳ

では技術移転の妓終段階にきているので、低いコス

トによる利点はもはやない､。労伽集約1Iiu厳業ではベ

トナムやI1IlKlが｢|､I心になるであろうし、ＡＳＥＡＮやＮＩＥＳ

は'１本に追いｲ､lくよう''1111蘭の|川上などを行うであろ

う。そうなればＨ本も/ｋき強るための方法を見い出

さなければならないと鱗鱒している。しかし'-1本の

経済社会にとって亜要なことは束アジアの国と共存

し協力し、相互理解をするために技術移転をサポー

トし人的資源を開発していくことである。

金拠起（輔国・釧湖7W111化学会長）氏は輔国石hll化

学脈柴における技術と人材の育成について諦演され

た。’鮒ぱ|では肥料やセメントプラントの建設ととも

に１９５０坪代終わりから１９６０年代に石illl化学工業が

始まった。ｉ洲測政府は、lIiliilll市場での競争力をつけ

るために努力した。１９６８'iI息には１２の会社が建設さ

れ、３つの地域に石油化学コンビナートが稼動し、世

界の５大布油化学厳業'．iﾐ|になった。さらに'脈閲におけ

る技術の起源について述べられた。輔圃のうri油化端

（４）

産業は外国の科学技術を通して発展した。ライセン

スの９８．１％が欧米、日本にある。すなわち技術の外

国依存性を示している。米国への特許料の支払はｎ

本への２倍と極めて高い。人材の育成については、６０

年代の最初の石油化学工場を建設する時代には人材

が不足していた。現在は約７０００名の化学または化学

工学を専攻する学生がおり、人材の不足に関する問

題はない。

呉冬華（中国・江蘇省人民政府外事弁公室主任）氏

は中国長江流域の開発状況と江蘇省産業に関して広

大な地域での開発推進の困難さを示され、Ｉ|'小企業

が多いこの地域の開発のために剛際化を１１棟として

エネルギー、交迦、通信に力を入れ、沿海地域の雌

業ベルトの強化を進められている。今後の'１棟とし

ては、加熱気味の｢I'凶経済に対する盗金投盗政簸、継

済監視システム、法的規制の強化を指州された。上

海の郊外の浦東に大工業団地の設立のためインフラ

の整備を進めている。さらに揚子江_Ｉ二流のillij岸にか

けて合弁企業がどんどん増え、著しい経済発腿が期

待されている。

田村允雄（西日本新聞社前北京支局長）氏は｜|本人

から見た中国産業・技術についてその明るい部分、陰

の部分および日本とは異なる中国社会の発想、思想

という視点からの問題提起をしていただいた。ＩⅢる

い部分としては市場経済が農村まで浸透した商い経

済成長力を挙げている。しかし一方陰の部分として

は、インフレ、拝金主義、腐敗現象が見られ、経済

の引き締めと法と秩序が対応している。’１１国人は富

僚主義、自己11:1心主義の性質が強く、ｔｏｐｄｏｗｎ方

式のプロジェクト計画は日木のｂｏｔｔｏｍｕｐ方式とは

合い難い問迩がある。歴史認識の脈認の必幽休も避

けられない。このような問題を乗り越えることが火

アジア共通のテーマである点を指摘された。椎ブルＭ

争から発生した天安門事件による西側諸国の経済制

裁もあるが改革路線は進行している。

Ｅｄｄｙ・Ｗｉｂｏｗｏ（インドネシア・ＰＴＧｓＢａｔｔｅｒｙ

社長）氏は１９７０年以前には車とその部1W,の輸入に関

する貿易のみであったインドネシアでの馴災の、呪

在までの合弁事業の成長を４段階に分けて述べた。１９７０

－１９８０年間は、インドネシア政府が剛内製I1ii1iの保繊

のために高い輸入関税を設けており、また’1本はi１１

場を維持するためにインドネシアに投溌を始めた1Ｗ

期である｡この時期に組立プラントに必要な限られ

た技術的ノウハウのみが移賑された。従ってインド

ネシアの郭業家は産業、工業に対する経験を得るこ

とができず、経営権についてもI~1本側が催ったため

操守‘

←、
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に１９８０－１９９０年代には旧本に対する不満が起こっ

た。そして、インドネシア政府はインドネシア人の

櫛lIMへの参加および旅業の現地化を促進する政莱を

取った。すなわち「指導された削除プログラム」（Guided

DeletionProgram）である。これにより、合弁卵業にお

ける経営権などの権利が平等となり、改善され製造

コストも低下した。1990-1993年には、円高により日

本の会社の製造の基地が現地化され、合弁会社が製

造燕地となり、半製品が日本に輸出され、完成品が

地球的市場戦略によって他の国に輸出されるように

なった。日本で作られる製品と同等の品質を持つ製

品を作るようになり、国際的市場で競争できるｲlIi格

を持つことができた。しかし、半製品の低価格化を

期待する日本と再び摩擦が生じている。

徐国安（台湾・台湾区石油化学同業公会理郡長）氏

は台湾の産業発展は技術移転に負うところが大きい

と述べられた。台湾の石油化学は主に欧米からの技

術移転により大変繁栄している。これは台湾の経済

成長に大きな役割を果たした。設備の老朽化、単一

製品、原料不足、蝋境や労使関係などの問題が生じ

ている。一方、新工場の建設など明るい話題もある。

日本からの技術協力は２１８件のうち５３件と少なく、

主に下流プロセス技術である。今後生産効率、原料

の高利用、高付加価値、品質向上、環境対策ばどに

関し日本の技術移転を期待している。

FedericoE・Ｐｕｎｏ（フィリピン・RepublicAsahi

Glass社長）氏は旭硝子との合弁企業によるフロート

技術で平滑な板ガラスの製造に挑戦し、安価で高品

質なガラスの製造に成功し、生産効率は２倍に増加し

た。マーケティングはフィリピン側が行い、lIiih出市

場の獲得のために品質が向上した。従来のアメリカ

式のトップダウン（個人璽視）から日本式のボトム

アップ（チーム重視）に変えＴＱＣ運動など長期的展

望で事業を展開し、価仙観を共有し、やる気を起こ

させ合弁に成功している。人口や購買力の点でＡＳＥＡＮ

市場は人きぐなり、ベトナム、カンボジア、ラオス

やミャンマーを含めると４．４億人の消没市場を持つこ

とになるであろう。このような状況でフィリピンが

投資のシェアを期やし、継済の再編成を行い、エネ

ルギーや通信などの下部柵造の問題を解決すれば、さ

らに政治が安定するであろう。フィリピンの経営上

の広い専門知識、豊かな専門技術者を見て理解でき

るように、英語が堪能な側民でもある。ＡＳＥＡＮおよ

びフィリピンには尖りのある胴互に満足できる明る

い期待がある。

疋、昭（九州竜ﾉﾌ制ﾈl:長）氏はタイ、ｒｌ'|理l、韓国と

（５）

行っている技術交流について述べられた。日本の電

力会社の中で九州迩力が占める割合は技術者受け入

れに関して５０％、技術者派遣に関して４０％と極めて

活発な交流が行われている。社外機関を通じた技術

交流は２５年間に渡って継続しているＪＩＣＡに関係す

るものが中心で、その他に海外蝿力調査会を通じて

原発の運転保守業務について技術交流が進められて

いる。また、九州電力独自でも韓国および中国との

電力設伽の建設、運転、保守に関する技術交流を進

めている。今後の進め方として交流国の立場を尊重

しその国の成長を第一義として仕那への誠意、情熱、

高い技術力を持った技術者を選定し、相手国に愛情

を持ちその国の文化や歴史を理解し、政府、業界、地

域と調和し、さらに技術交流を円淵化するためハー

ド・ソフト面の技術開発をし、さらに実効を上げる

ための対応として相手国のニーズを把握し相互の役

割分担をlﾘl確にした緊急かつ適切な対応が肝要と報

告された。

鈴木一正（三井物産代表取締役補務取締役）氏はマ

レーシアなどの東アジアは日米欧の低成長と停滞を

しり目に高い成長力を示し、この数年都市は著しい

変貌を遂げた。１９８５年のＧ７のプラザ合意による円

高により、日本の東アジアへの投資が追い風になり、

マレーシア、タイ、インドネシアは地球規模的に見

た生産拠点になりつつある。これらの国々の共通点

として、対外援助の受益国、積極的な外資優遇政策、

輸出主導の産業形態を挙げられた。かっては日本国

内の垂直分業であったものが、現在は束アジアと日

本の間の水平分業などにおいて日本と現地との綱引

きが生じた。世界経済低迷の中での生き嬢りのため

に経済のグローバル化、地球的視野に立った市場、流

通拠点作りの甑要'性を訴えられた。ちなみに現在マ

レーシアはカラーテレビ、冷蔵庫の生産は世界一で

ある。技術移転、現地調達、人材盗川を押し進め、相

互発展し共存共栄は日本にとっても幸せでないか。

ＫｈｕｎｙｉｎｇＮｉｒａｍｏｌＳｕｒｉｙａｓａｔ（タイ・Ｔｏｓｈｉｂａ

(Ｔｈａｉｌａｎｄ）副社長）氏はタイでは合弁企業による

電ｒ･工業の細み立てが８０年代後半に発股してきた。

タイを始めとする東南アジアには先進諸国のほとん

どの電器機器メーカーが進出しており、輸出指向型

といえる。対Ｈ貿易均衡のバランスが取れ出したの

はエレクトロニクスが入ってからのことである。タ

イ政府の政策として輸入関税を引き下げて競争力を

強化していく方針である。製造コストの低い所で生

産すべきであり、現在はインドネシア、マレーシア

と競争し、将来ベトナム、巾国が競争相手となろう｡



将来は地元部品産業とのlinkageを目指すために、イ

ンフラおよび技術者強化が必須となっている。部品

供給者やI:'－１間管理者、エンジニアの養成に力を入れ、

日本、タイの民間部'111の協力で工業大学を設立して

いる。タイは人口６０００万人で仏教心に厚く、勤勉で

がまん強い労働力が豊富で、合弁企業のパートナー

とは心のこもった誠意で経営していきたい。

全畑仙（輔国・KoreaSteelChemical粥任慌馴）

氏はﾉ,#礎科学技術の亜祝を説かれ、キムヨンサム政

椛では科学技術こそが純圃の生きる道と考え研究開

発の拙進を砺要政筑としてＧＮＰの５％を科学技術に

､11てているという。しかしながら人材育成の問題点

として、雌礎科学技術への熱意が少ない。米国式教

育システムの模倣、大学の格差、閉鎖性を指摘され

た。一方ではＫＩＳＴ、ＫＡＩＳＴとは異なる産学共同の

ための大学設立（最近の浦項製鉄所のＰＯＳＴＥＣ）が

進められており、その効果もかなり期待できるとい

う。

ＨｅｌｍｅＨａｓｈｉｍ（マレーシア・Ｓｔａｎｄａｒｄａｎｄ

ＩｎｄｕｓｔｒｉａｌＲｅｓｅａｒｃｈｌnstituteofMalaysia）

氏は１９５７年独立後大学を作り理系は農業系から始ま

り、土木系、１９７１年以降、新経済政策で科学、工学

系一般にまで拡大し、特に数学、科学、外国語を頭

祝し、また海外に奨学ﾉ|そを派遣し、若い帆'11技術省

が次々育ってきたと述べられた。学生の競争意識が

,開く、大学では雑礎分野への志向が強く、頭脳集団

が形成される。特にコンピュータ分野での人材レベ

ルは尚い・しかしながら、就職後は技術者不足のた

めにｵｌｆいうちに管理職に付き、現場の知識に乏しい

という問題を抱えている。２０２０年までの達成目標と

して民主主義の成熟を図り、科学に基づく技術立国

により先進国としての地位を確立することを挙げて

いる。特に科学への貢献について革新的な取組への

強い意思を示され、完壁な計画などない、実行こそ

力であると説かれた。

ＤｅｗａＮＡｄｎｙａｎａ（インドネシア・ＢＰＰＴ研究

員）氏はインドネシアは農業依存から石油などの鉱

物盗源の州発を藤棚としていたが、１９８７年以降、非

石油をはかり葱がら、製造業に力を入れている。現

在、ＧＤＰは年平均７％の伸びを示し、米、日、シン

ガポールへの'鮒Ｉ．Mが多い。黒字はlowtechとhigh

techの滞与が大きく、将来は航空宇宙産業、交通産

業、造ﾙﾊ、迦偏、エネルギー、農業機器などの分野

の拡允を!;|･IIlliしている。一方で、研究開発のための

人材はW,)典の１５％に過ぎず、特に修士や博士はほと

んどいない。雌業界は利祐のみに注目し、いまのと

（６）

ころ研究開発に果たす寄与も小さく、その動機付け

さえできていないという。研究開発の点でインドネ

シアの立ち遅れを強く危‘倶された。

水野勲（北九州国際技術協力協会理事長）氏は、一．

世紀近く北九州で集積した産業技術を開発途上国に

移転する目的でＪＩＣＡの養成により１９８０年に設立さ

れたＫＩＴＡ（北九州国際技術協力協会）の活動につい

て述べられた。既に７０ヶ国から１０００人以上に技術

研修脂導を行っている。この協会は荻水財源以外の

予猟や施設をほとんんど持たず、北九州工業地柵の

協力によって技術協力を進めてきた。鉄冷え後、地

元背年会が':|:'心になって発展途上国の研修に砿械的

に取り細むようになったという。特に地元企業には

公諜による環境問題を克服した技術の蓄積があり、工

業化を図る東アジア諸国にとって必要不可欠な技術

であると強調された。Ｓｕｓｔａｉｎａｂｌｅｄｅｖｅｌｏｐｍｅｎｔ

(持統的成長）に向けて公害、エネルギー、素材、迎

怖、通信、資源に関する技術の移転と国際協力を行

っている。従来の技術研修から発展させて、１２年|Ｈ１

の継験を基にして国際的な技術協力に業務を拡大し

ている。１０月末に大連市で環境エネルギー、製造、継

糊などに関する技術セミナーを企画している。

以上の識油に引き続き窪亨製、腸光啓、Paron

Israsena、水谷I1Ll郎、鈴木一正の５氏をパネリスト

とするパネルディスカッションを行った。般初にシ

ンポジウムで識減されなかった楊光啓（''1岡・ＩＩＩｌ｣ｊ

、際儒Ｅ投資公司副総経理）氏と水谷四郎（ﾉL州jm

ilW雌業局長）氏からスピーチをしていただいた。

L 一 一 一 ＝

－，畷一Ｆ

総括的パネルディスカッション

陽光蒋氏は中国の将来展望として産業柵造の改11Ｉｌｉ（貿

の良いものを最小限のエネルギー・労力で生産し、雁｜

内盗源を有効に活川する）、国際標準脱絡の採川、継

済'M;のある生産、先進技術の導入を泰げられ研究l)Ｍ

発への注力と海外パートナーとの提携の重要'kを述

楓匝弱

＝弓、



シンポジウム「工学教育を考える」

くられた。

水谷四郎氏は東アジア経済の椛造的な間越として、

部品、機能素材は日本に依存する反面、日本が輸出

相手国としての市場規模が小さいために生じる貿易

不均衡がある。日本は技術移転を渋っているとの評

価があるが、ｎ本の現場移転型の技術移転と欧米式

のマニュアル移転型との速いにも着目しなければな

らない。課題は知的所有権をどう守るのか、標準化、

比較化、技術の社会的コンセンサス、中間エンジニ

ア、国際共lIilプロジェクトなどさまざまである。

鈴木氏は「東アジアは２１il1紀初頭にＥＣ、北米地域

と並ぶ経済力を持つまでに成長する可能性が高い」と

述べ、惟氏は「これからは一人で生きられないので

共生していかねばならない。互いに格差を縮めなけ

れば協力体制が細めない」、水谷氏は「持続的成長を

速成するには産業職造の尚腿化と技術者の養成が雌

を握っている。日本主導による圃際共同研究の実施

を検討すべきである」と提案し、会場から「技術移

転に関してはマニュアル型と現場型があるが、技術

は生き物だし、注意深い監視こそが重嬰なのであり、

欧米式のマニュアル型だけではだめだし、受け収る

側のｋｎｏｗｗｈａｔ、ｋｎｏｗｗｈｙをはっきりとしてい

ただくとよい」、浅見氏は「日本はあまりにマニュア

ル型を無視したので誤解を生じやすい。最低限のマ

ニュアル化は必要で、その１，での現場主義は大歓迎

だと思う」。また清山氏は「間辿はお互いに対等の立

場がとれるか、ｇｉｖｅａｎｄｔａｋｅが大事である。ｎ本

は元気がなくなりつつあるが、研究開発では依然リー

ドしている。特許に関する問題から共同研究が望ま

しい。発展回廊、ＥＡＣＡ等ルーズな結び付きの例が

あるがいかがなものか｣、瀧氏は「日本・林圃が｢''心

となり科学技術協力財剛を設侭し、まず災|M1主導で

科学荷の交流から始めてはどうか。技術は企業が持

っているもので金で買うものであり、金で買えば対

群であり、それを財閥がlIl1し進めればよい」と呼び

かけ、会場から「日本企業の退職した技術者が東ア

ジアの企業の技術指導に参加してはどうか」などの

意見が寄せられた。２１世紀の束アジアの発展に向け

て技術移転の在り方、人材育成などについて活発な

議論が交わされた。

１１日夕方のウェルカムパーティにも講波者を始め

多数の関係者が参加した。１２日夕方のレセプション

は同時に開催された束アジア化学センサ国際会議と

合同で、１８４名の参加を得て牒大に行われた。荒井実

行委員長の欲迎の挨拶に始まり、桜井宏・日本工学

アカデミー専務理事の挨拶、講演者を代表してタイ

のＮｉｒａｍｏｌＳｕｒｉｙａｓａｔ氏の心のこもったご挨拶を

いただき、非常に和やかな雰囲気でお互いに将来の

東アジアの発展を願い、交流を深めた。

灘識-.､了･…,ＩＭｌｌｍｉＷ…"’１蝿ｉ瀞ﾖII類wllIqbI

容
陛

レセプション風景

１３日午後５時半に閉会のご挨拶を増子風（通気化

学協会会長）氏からいただき、２日間に渡る大変充実

したシンポジウムは成功棚に終了した。

〔邪務ﾙ,j辿紀〕水シンポジウムのProceedings（英語）

の余部がｲ』f千ありますので御希望の方は聯務励まで

おIlIし込み下さい。

Ｐ･

腿

わが国は雁用形態を含めて産業構造の転換期にあり、

また蒋朽の理工系離れが危倶される中で、これから

の高度産業社会、特にその１．|:'核となる科学技術の発

股を支える人材の育成は般亜要課迩と認識されてい

る。この|川越は、木会や｜｜木工学会などいろいろな

機関で取り上げられ、シンポジウム、フォーラムな

どを通じて様々な視点から論議されてきた。

日本学術会議燕礎工学研連の_'二学教育小委員会では、

工学教育・人材育成問題の1-|｣で、それを取りまく周

平成５年１１月１４日（木）

I｣本学術会議識堂

１．１本学術会議雄礎工学研究連絡委員会

[.l木工学アカデミー

（７）

開催された。本会は

ムを積極的に支援し、

日本学術会議蕪礎工学研迎主催、本会共縦の首記シ

ンポジウムが、，，月，４，（木）日本学術会議誰堂で

淵催された。本会は経蛍負佃を含めて本シンポジウ

ムを積極的に支援し、約３０人の本会会員が参加した。

日
場
主
共

時
所
催
伽



昂辺環境の変化に着目し、「教育をめぐる環境変化の

分析と対応」を副題として工学教育をその基盤から

考える本シンポジウムを企画した。

工学教育シンポジウム

シンポジウムは岡村総吾本会副会長の開会の辞で始

まり、筑波大学研究センターの山本真一助教授が先

ず問題提起を行った。工学教育に関するアンケート

調査の分析を行うと共に、大学教育がかつてのエリー

ト型時代から大衆化の時代を経て、今や多様化・個

性化の時代に入っていることを強調した。次いで、磁

気迦信大学の小林信一助教授が、文明論的立場から

現代の理工系離れを分析した。現代の若者の中に、科

学技術の成果に対する受雰性は極めて高いが、その

発展プロセスには全く慨関心な「文明社会の野蛮人」

平成５年秋の会員の顕彰・叙勲

文化功労者顕彰の堀尾正雄先生の業績

日本工学アカデミー

の会員である、京都大

学名誉教授の堀尾正鮒

先生が文化功労者に選

ばれ、平成5年（1993）

１１〃４１.顕彰式が行

われた。先生は明治３８

年（１９０５）７月２０１．１

お生まれで、満８８歳

を迎えられたが、ます

ますお元気で、lliIiれの

。心よりお慶び１１Jし式に令夫人とともに出川された。心よりお慶び!':'し

上げる。

先生は昭和３年（１９２８）京都帝国大学工学部工業

化学科を卒業、昭和１３年（1938）に助教授に就任、

（８）

が急増している事実を指摘し、シミュレーションモ

デルで予測しても、この傾向が容易には解消しない

ことを警告した。またこれを乗り越えるには、目標

喪失の現代の蒋者に、気概・気迫を育むことの亜嬰

性を指摘した。続いて、大学入試センターの坂元昂

刷所長が、入試と工学教育の関連分析を行った。セ

ンター試験のトップ百人および千人の志望先を調べ

ると、成績優秀者が理工系から医術系へ流れる傾向

は続いているものの、理工系にはまだまだ数学や物

理を得意とする優秀な学生が供給されており、理工

系離れの顕著な傾向は見られない。また工学系志望

者は、併噸する場合でも浪人して翌年再志望する場

合でも、工学系を続けて志願する割合が７割を越え、

芸術系、医歯系に次いで蛾も高い。工学系の学生は、

このように強い目的意識を持って入って来るので、教

育の現場はそれら学生を大車に育てる責任がある。

午後には、新しい工学教育への期待と要望に関して、

文部省専門教育課長本間政雄、武田薬品取締役杉野

幸夫、古河電工取締役柵村晋次、帝人顧問内田然也

の４人の講師から、それぞれ深い分析と示唆に富む諦

茄が行われ、今井兼一郎日本工業教育協会副会長の

閉会の辞で終了した。

紙而の制限上、午後の部の内容紹介を省略しますが、

誰演内容をまとめたシンポジウム資料集があります

ので、ご希望の方は覗務局までご請求下さい。

（文責大橘秀雄）

昭和１６年（1941）教授に昇任され、創設された繊維

化学科（昭和３６年に高分子化学科に改組）の誰座を

担任された。在任中、化学研究所所長、工学部長、工

学研究所所長を歴任し、昭和４４年（1969）定年によ

り退官、名誉教授の称号を授与された。

昭和１４年（1939）ヴィスコース法人造繊維の高温

二浴緊張固定法を渚案し、捲縮スフの製造法を発明、

わが国の人造繊維工業の技術革新の基礎をつくり、ま

た一方、皿硫酸法に偏していた化学パルプエ業に硫

綾蝋法を導入し、末利川であった広葉樹資源の活川

をうながし、化学パルプ製造技術の茄新と盗源の確

保に質献された。これら先生の初期の研究成果は、’1;｜

隙情勢の緊迫化の進むI|'、資源・工業技術の同際的

隔離状態におかれたわが|卿の独自の工業基雛の雌虻

のために推進されたものであるが、特記すべきは、こ

れらの技術革新の研究が常に基礎研究の積極的な充

実によってなされたことである。昭和１６年（１９４１）

鐸弓

云論



定年退官、東京大学稿瀞教授となられた。その間、教

室主任、理学部長、総長特別補佐として学内迎営に

も尽力された。その後、先生は昭和５５年４月から昭

和５６年３月まで京都ｿ‘《礎物即学研究所教授、昭和５６

年４月から昭和６３年３月まで慶雁義塾大学教授、平

成４年３月まで同窓貝教授として研究と教育に寄与さ

れた。一方で、｜|僻'１６１年１１月より平成３年９ﾉ]まで

肌化学研究所国際フロンティア研究システム長とし

て、国際協力による研究グループの指導者としても

活蹄された。

先生の研究は統計力学の基礎から物性物理学まで

多岐にわたる。まず、非平衡統計力学の基礎に関す

る研究としては、線型応答理論とその久保公式が特

に有名である。これは電気伝導度、熱伝導度、交流

磁化率等の物質定数を与える一般的芯公式である。こ

れから蝿気抵抗とゆらぎに関するナイキストの式が

導かれ、また化学工業の分野でも亜要なオンサーガ

の相反定理などが導かれる。このように久保公式は、

地気伝導度のような輸送係数を、平衡系の時間的棚

関によって一般的に表現したものである。先唯の研

究は、上記の一般論の他に、ゴムリiii性の理論、磁気

共鳴吸収の理論、反強磁性体のスピン波理論、遍歴

電子･強磁性体のスピン波理論、非線型非平衡系にお

ける示戯性の仮説の提唱、動的臨界現象の理論、二

次光学過暇の確率論的取り扱い、金属微粒子の理論、

特に低淵金属微粒子に現れる久保効果（これはメゾ

スコピック物理の草分け）など数多くあり、それぞ

れ皆パイオニア的研究で、その後の発展に大きく貢

献してきた。先生は、これらの仰かしい業緬に対し

て、｜|岬'１４８年度文化勲章を、昭和５３年には国際的な

賞であるポルッマン賞を受蛍された。その他、Ｆ１本

学士院恩賜質、仁科記念賞、松永寅、藤原賞など多

くの堂を受賞された。

先生は、学術行政而でも、３期にわたり学術会議会

員として、特に'111和５７年から昭和５８年５月までは学

術会縦会長として、重責を果たされた。さらに、国

際純粋・応川物即学会迎合の磁性委員会委員長、昭

和４７ｲドから昭和５３年まで同国際学会迎合の副会長と

して活雌された。また昭和３９年１１月から４０年１０川

までｎ本物理学会会長をされた。昭和５４年１１川より

仁科記念財Ｍ理事長、平成３年１２月より井上科学振

皿財団111訓艮の要職を努めておられる。このように、

先生は学lNIの発展に大きな貢献をされてこられた。先

生は呪在ｎ本学士院会員になっておられる。

久保先生の勲一等瑞宝章受職を心からお祝い巾し

上げたい。（文責鈴木期雄 ）

｛
腿

よりの電子顕微鏡による高分子固体の微細椛造の研

究、赤外吸収・Ｘ線回折・電子線回折などによる総合

的動的測定、粘弾性の開柵的研究など、戦後のわが

国高分子科学の発股への雅礎は、この附雌な情勢の

'|｣で確実に築かれていた。

戦後の高等教育の改111'〔において、先生はわが国の

~l:学の教育研究のため、工学部長、研究所長として

献身的な努力をｍね、まず、工学の発展充実のため

には数学教育の改灘と徹底が緊急不可欠であるとし

て、数理]蔦学科の創設を推進し、大学院の充実発展、

人学附置研究所の雑猟の確立に指導的な役削りを果

たされた。

典製な工学者として、戦中から、戦後復皿改.1iIIIの

時１０}を迎え、科学技術立国の高度成長101を迎えるに

:fiる先生のわが'』工学への貢献の倣大さに改めて深

い敬意を表するものである。今、大きな極換期にあ

る工学と工業の世界において、今後とも、高所から

のご指導ご鞭雛をお噸いしたいと思う。

（文資閣崎安則）

勲一等瑞宝章受章の

久保亮五先生の業績

火京以外の地|Ｘで行われていた秋の臨時総会に代

久保亮五先生は

1920年（大正９年）２

月１５日東京に生まれ、

第一高等学校を経て昭

和１６年東束帝国大学

理学部物'''1学科を卒業

の後、大学院特別研究

生、助下を締て、IlH和

２３年東京大学助教授

(理学部)、’1({和２９年

同教授、Ｗ{和５５年に

平成５年１１月２４円（水）

東北大学11f葉記念会館

｢地殻熱エネルギー抽州への挑戦」

産基､宝･＝

『

９）

識ilIIi東北大学工学部長阿部博之氏

東北・北海道地区懇談会

ｎ
場
油

時
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わるものとして、本年度より企画された地区懇談会

の岐初の試みとして１１月２４１~1に仙台で首記懇談会が

|)M催された。背部圏祁仇でないためにアカデミーの

将極行剖Ｉの参加が困難な地元の会員と若干のゲスト

をお招きして講減会、郭業報告及び懇談会が行われ

た。

諦演会では東北大学工学部長阿部博之氏を識師とし

等を使って、現在開発されつつある地熱エネルギー

とは、熱源の異なる深部岩体からの熱エネルギー'且Ｉ

収のための原肌、技術、将来の可能性まで含めた興

味ある内容をわかりやすく話され出|附者に多大の感

銘を与えた。特に専攻された材料破域力学の知見を

地下深部の岩休に勉裂を発生させるプロセスに利用

するアプローチは境界領域の工学の典型例として非

常に興味深いものであった。次いで桜井専務理事か

ら日本工学アカデミーの現状について報告があり、出

席の会員名位からもアカデミーの運鴬について貴寵

な御愈見が寄せられた。最後に地区柵当のl1Li瀧哩邪

(東北大学長）からの御挨拶から懇談会に入り会員lll

互に籾雌をはかることが出来た。

なお、本懇談会開催に当たって故々ならぬおｌｕ話

を頂いたlIj樺理事と安達会員、および伽多忙!|'のと

ころ良く堆備された有益な誰演を頂いたlIl1WM東北大

学:~に学部長に厚く御礼申し上げます。また水識減の

内群はInformationとして印刷刊行すべ〈準術いた

して届ります。

今号では本年９月にＣＡＥＴＳの第１０回総会を主催

したスイス技術科学アカデミーを御紹介致します。

スイス技術科学アカデミー（独文碓式名Ｓｃｈｗｅｉｚｅｒｉｓｃｈｅ

ＡｋａｄｅｍｉｅｄｅｒＴｅｃｈｎｉｓｃｈｅｎＷｉｓｓｅｎｓｃｈａｆｔｅｎ

－災語名SwissAcademyofEngineeringSciences、

|略称ＳＡＴＷ、以下ＳＡＴＷと記す）は１９８１年に私立

団体として設立された。その'当|的は技術科学に奉仕

することによって国に寄与することである。ＳＡＴＷ

は(M1人会員の会員制の非鴬利剛体で、１９９３年の会員

数は１２２人である一方、スイスの技術関係５３団体迎

合体ともなっている。またＳＡＴＷはスイスの４つの

アカデミーのうち最も新しいものでもある。個人会

貝および各地域、工学関係学会等を代表する連絡会

典（Correspondingmembers）が多数の技術や科

学の分野の間の接触の場を作っている。

従って、アカデミーは技術科学の中で、特に境界領

域の活動について能ﾉ]を持っている。雌災界や学界、

研究組織等のいろいろな分野で活動している専門家

や技術者か、現実に直而する|川越を深く理解するこ

とに貫献している。

スイス連邦法はＳＡＴＷを科学の振興のための凶家

〆白熱

て“地殻熱エネルギー抽ＩｌＩへの挑戦”と逆するお話

を伺った。安達三郎会貝（東北大学教授）による誰

illli紹介の後、約１時|H1に亙り多数のスライド、ＯＨＰ

スイスアカデミー会長：呪征の韮ば砧勤分野を

Ｄ『・Badoux列挙してみると

（１）研究の振興

・科学的知識の普及と交換

・技術の傾向、エネルギー、持続する開発、ス

イスの将来などについての研究

・教育問題の研究や若い学生への援助

・科学政策の研究

（２）１.馴家への奉仕

．m家利茄のための各種提言

・技術進歩の重要性についての広報

（３）lfl隙協力

・ＣＡＥＴＳなど国際団体を通じての国際協力

（４）技術と一般大衆とのかけ橋

へ
。
Ⅲ

外国工学アカデミー紹介

スイス技術科学アカデミー

（ｌＯ）

レベルの団体として認定

しており、迎絡、備報交

換、国内および国際レベ

ルでの調整等について責

任を持つことになってい

る。ＳＡＴＷはスイスの

科学政策の決定について

も積極的に関与してい

る。

現在の主は派勤分野を

列準してみると



山lilMi

石原

福井

現在委員会やワーキング・グループには次の９委員

会と一つのワーキング・グループがあり、活動して

いる。

・エネルギー委員会

・技術における欧州協力委員会

・倫理と技術委員会

・職業上の啓発の奨励委員会

・国際協力委員会

・技術教育の意欲促進委員会

・技術史委員会

・奨学金委員会

・会脳間接触委員会

・１９９６－１９９９多国間プログラム・ワーキング・

グループ

スイスのアカデミーは政府と非常に近い関係にあ

り、また日本でのＨ木工学会の性格を併せ持ったユ

ニークな様在である。（文責桜井宏）伊

第６分野

節７分野

郎
三
総

仏
師
座

新入会員の紹介

（１１〕

以上８ 名

久
清
裕
三
郎
三
雄
一

康
祐
弘
舜
滞
蝋

鹿
Ｉ 東京大学大型計算機センター、教授

東京工業大学工学部地子物理工学科、教授

第７分野両掲）

東京語:力㈱、相談役

第６分野阿掲）

節７分野両掲）

新日本製鉄㈱技術州発木部、プロセス技術研究所長

東洋鋼販㈱、常務取締役

研究技術新製品佃当技術部艮

枇河適機㈱、常務取締役

通産省工業技術院、前院長

東京電機大学理工学部応用電子工学科、教授・学長補佐

第２分野 石田

高楠

(福井

藤井

(山崎

(石原

奥野

近藤

鰯５分野

領嘩

Ｌ

などが挙げられる。これらの活動のための管理部門

の費用には会員団体からの会費が使用されるが、予

算の大部分は連邦政府から支出され、外部委託研究

世などはこれで賄われる。さらにＳＡＴＷはｲ:１１当額の

私的な寄付を受けている。原則として他|人会風の委

員会や部会での仕事は雌俊である。

ＳＡＴＷの内部のﾙ'1縦としては、股高決議機関であ

る会員総会が年ｌ同開仙され、蝋業計画、予算の決定、

会長、役員および新会員の選出などを行う。その下

にある管理理事会は執行機関で、会員から進|||され

たメンバーと連邦政府の代表２名で柵成される。別に

科'､股評議会（ScienceBoard）があって、科学技術

lIliの問題について管理理躯会に助言し、選挙評議会

(ElectionBoard)が新会員選出の手続きにより新

公貝を推臓する。他に各祁の委員会やワーキング・グ

ループがあって、管理理事会、科学評議会の下で個々

のプロジェクトを執行する。また、管理事務のため

に鞭務総長（SecretaryGeneral）を置く。

以上３種

新入客員会員の紹介

Director，ScienceTechnologyandPublicPolicyProgram，

JohnF・KennedySchoolofGovemment，HarverdUniversity

lnstituteProfessorofElectricalEngineeringandPhysics，

MassachusettslnstituteofTechnology

ForeignSecretary，NationalAcademyofEngineering，ＵＳＡGeraldＰ，Ｄｍｎｅｅｎ

MildredSDresselhaus

LewisMBranscomb
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此加ｓＭ､3ａＺＷｚﾉ州ら〃Ｚ993
本ニュース第３１号〈平成５年３月号）において会

員各位に霧員会員の御惟臓をお願いいたしました結

果、１０名近くの候補者の御推薦を頂きました。国際

委員会と会員選考委員会の選定を経た後、理事会に

おいて器議された結果上記の３名が新たに日本工学ア

カデミーの客員会員として会長に推薦され了承され

ました。上記以外の候補者の中にも立派な業績があ

り且つ多数の会員が過去にお世話になった方々もあ

りましたので理事会・会員選考委員会で充分に討議

いたしました結果、本アカデミーの客員会員選定基

準（特に１－３)）に適合するとは考えられないとの理

由で最終的な推薦に至らなかったことを説明させて

頂きます。今後の御推薦に当たりましても下記の内

規を御参照いただきますようお願い巾し上げます、

◎1.1本工学アカデミー外国人審員の選定について

１．選定基準

下記の条件をすべて満足する者を外国人客員に選定する。

ｌ）日本工学アカデミーの正会員の候袖者の資格を有する者。

２）自国において確立されたアカデミーの会員であること。

自国のアカデミーが存在しない場合は、他国において確立されたアカデミーの会員であること。

３）|･I本工学アカデミーの事業に砿著な貢献のある者。

２．選定手続

国際委員会において選定基準にもとづき、候袖者案を作成し、選定理111を付して会員選考委員会に提案する。

会員選考委員会はこれを受けて候補者を選定し則りI:会に提出する。理.１１:会はこれを審議しその結果を会長に推薦

する。

志 賀健雄会員

ライフ・アップ㈱、代表取締役

元日木コロムビア常務取締役

平成５年１１月１８日逝去享年69歳

I+Ｉ村康男会員

早稲田大学理工学部、教授

平成５年１１月２２日逝去享年62歳

んでご冥桶をお祈りいたします。

（１２）

以上

(平成２年１月１７日理事会承認）

編集後記

今年も早いもので師走を迎え、余すところあと僅か

となりました。

わが国の景気は、相変わらず先行き不透明な状況下

にありますが、当アカデミーにおきましては、予定さ

れた事業活動は、順調に推進されております。これ

は、偏に会員各位のご支援、ご協力の賜と深く感謝巾

し上げます。

本号では、節55回および第５6回談話サロン、棉岡で

盛会柳に行われた東アジア産業技術シンポジウム等の

報告を'.'.I心に、新しくお迎えした会員、外刷アカデ

ミーの紹介などを編集してお届けいたします。

去る１１ｊ]１８日には、志賀健雄会員、１１月２２日には、

ｍ村康男会員がご逝去になりました。ここに誰んで哀

悼の意を表したいと存じます。会員各位におかれまし

ても、厳冬に向かう折から、健康に注意せられて良い

新年を迎えられますよう祈念申し上げます。

（編集子）

鋲司
■

二面論


